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1. はじめに 

近年の情報システムの高度化に伴い，要求仕様書の記述

も膨大になっている．膨大な量の要求仕様書を開発者が短

期間のうちに理解するのは困難である．  

著者らの研究グループでは，要求定義の高品質化の研究

に取り組んでおり[1]，その一環としてデジタルトランス

フォーメーションの実現を目的としたレガシーシステム

の複数の視点からアプローチを行い，要求仕様書の内容理

解を効率化する手法の開発を目指している． 

文書理解の効率化手法としては，自然言語処理技術によ

る自動要約が一般的である．しかし要求仕様書は，開発背

景，ゴール，調達条件，機能要求，非機能要求などの様々

な要素から構成されており，一つの要約技術の適用のみで

は，妥当な要約を自動で生成することは困難である．本研

究では，要求仕様書に適した要約を定義し，自動要約実現

のための手法を提案する． 

要求仕様書の自動要約を実現するための機能の一つと

して，本研究ではシステム化の背景や目的部分の自動要約

を試行する．自動要約にはマルコフ連鎖を用いた文章自動

生成ツールである TextGenerator[2]を利用し，要約結果

の妥当性と運用可能性について考察する． 

以下，本稿は次のように構成する．2章では，要求仕様

書の要約の定義と自動要約の手法を示す．3章では，背景

や目的部分の自動要約を実現する手法を提案する．4章で

は提案する手法の適用評価を行う．5章では提案手法の考

察を述べる．6章にて本稿のまとめを示す． 

2. 要求仕様書の要約定義と自動要約の実現 

2.1 マルコフ連鎖を用いた自動要約技術 
マルコフ連鎖は文章自動生成に用いられる．元の文章を

形態素単位で分解し順に並べた順序列を用意する．形態素

を 1 つの状態と捉え次の状態への遷移を確立に基づき決

定する．この遷移を文末の形態素にたどり着くまで繰り返

すことによって文生成を行う．実際の文生成には直前の状

態 1つではなく，4個の形態素を考慮した高階マルコフ連

鎖を使うことが多い[3]．元の文章の要素を抜き出す形で

の文章生成であるため，自動要約技術としても用いられる． 

2.2 要求仕様書の自動要約の実現 

著者らの研究グループでは、要求仕様書の要約を以下の

ように定義する．要求仕様書を，その特性を考慮して 3つ 

の構成要素に分割し，それぞれの視点から，個別に最適化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 要求仕様書の自動要約の実現 

 

 

 

 

 

 

図 2 TextGeneratorを用いた要約の実現 

した手法を用いて要約を行い，それぞれの出力を融合させ 

た結果を，最終的な要求仕様書の要約として定義する． 

要求仕様書の 3つの構成要素に対する要約を，それぞれに

最適化した異なる手法による自動要約ツールを適用する

ことで，要求仕様書の自動要約を実現する． 

3. 背景及び目的部分の自動要約 

本研究では要求仕様書の自動要約を実現する三つの構

成要素のうち，背景や目的部分の自動要約のため

TextGenerator を用いた要約を提案する．TextGenerator

は，GitHub 上で公開されているオープンソースソフトウ

ェアであり，形態素解析エンジン MeCab[4]を用いて文章

の形態素解析を行い，高階マルコフ連鎖を用いて元の文章

から任意の文章数の要約文を生成する．  

マルコフ連鎖を用いた要約の性質上，日本語として不自

然な表現や冗長な繰り返しが発生する．要約結果としての

有効性を確保するために，出力された要約文を元に設計要

素に着目した読み替えを行い，代表的なアクター，取り扱

うデータ，運用に際し有する機能を抽出することで，要約

としての最終的な出力とする． 

4. 適用評価 
4．1 評価概要 

本研究では，前項で提案したシステム化の背景と目的部 
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図 3 背景や目的部分の自動要約結果の例 

分に着目した要約を，TextGeneratorを用いて実現する手

法の有効性について評価する．実際の要求仕様書を用いて

以下のように適用評価を行った． 

・目的：要求仕様書の内，システム化の背景や目的に関す

る部分についての要約の有効性の評価． 

・対象:以下 S1～S3の仕様書に対して適用を行った． 

S1:年金業務システム[5] 

S2:労働基準行政情報システム [6] 

S3:労働保険適用徴収システム [7] 

・手順:TextGeneratorに対象の要求仕様書を読み込ませ，

それぞれ 5文の要約文を出力する．出力された文に対し，

設計要素に着目し手動で読み替えを行う． 

4．2 結果 

 自動生成による要約文の出力内容については，図 3 に

示す．文章としては成立しているが，意味の通らない文章

や同じ情報の冗長な繰り返しが発生しており，要約結果と

して有効とはいない． 

 そこで，要約文に対して設計要素に着目して読み替える．

ここでは紙面の都合上，代表として S1 の読み替えた結果

の一例を以下に挙げる． 

 「S1 のシステムにおける代表的なアクターは厚生労働

省，日本年金機構であり，取り扱うデータは個人番号，基

礎年金番号及び被保険者記録，年金受給者記録である．前

者に関しては紐づけて管理し相互に変換が可能であり，後

者に関しては個人番号を用いて記録の照会が可能である．」 

5. 考察 
 提案手法の適用評価を行った結果から，要求仕様書の

自動要約における背景や目的部分に着目した要約の適用

結果として，TextGeneratorを用いた要約は対象システム

の代表的なアクター，取り扱うデータ，運用に際し有する

機能を把握するために有効であると考えられる．しかし，

設計要素に着目した読み替えは手動で行っているため，こ

れも含めた自動化を実現することで，自動要約としての運

用がより容易になると考えられる． 

6. まとめ 
本稿では要求仕様書の自動要約の実現のために，構成要

素のうちの 1 つであるシステム化の背景と目的部分につ

いてマルコフ連鎖を用いた自動要約手法を提案し，読み替

えを行うことで有効な情報を抽出できることを確認した．

今後は，本稿では手動で行った自動要約の結果に対する読

み替え作業を自動化することで，自動要約としての精度を

高めていく． 
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• さらに、住民票を有するすべての人に、重複することのない一意
の番号を漏れなく付番し、国民にとっての利便性、行政事務の効
率性・正確性、負担と給付の公平性を確保し、個人情報の保護に
配慮しつつ幅広い行政分野において情報連携を行う仕組みを築く
ことを目的とした社会保障・税に関わる番号制度の導入に伴い、
厚生労働省及び機構では、公的年金業務における円滑な番号制度
への対応を行うこととしている。

• これらの業務及びシステムについては、「公的年金業務の業務・
システム最適化計画」に基づき、最適化を実現することとしてい
る。

• 厚生労働省及び日本年金機構は、社会保険オンラインシステムを
利用して、国民年金、厚生年金保険等に係る事業所及び被保険者
に対する適用、各種保険料の徴収、年金給付等の各種給付並びに
これらに関連する相談等の公的年金業務を行っている。

• 個人番号と基礎年金番号を紐付けて管理し、被保険者記録及び年
金受給者記録に関する相談・照会業務において、個人番号の利用
及び関係機関との情報提供の開始に向け、次の対応を行うことと
している。

• 個人番号と基礎年金番号を相互に変換する機能を構築し、届出、
通知業務への個人番号の利用を可能とする。

S1 S3S2

• 厚生労働省は、「監督・安全衛生等業務及び労災保険給付業務の
システム最適化を進め、平成２１年３月には第Ⅰ期開発分として
平成２２年１２月に基準システムが稼働し、平成２６年１月より
全国稼働している。

• 本仕様書は、平成２８年度に予定される監督・安全衛生等業務の
業務・システム最適化計画」及び「労災保険給付業務の業務・シ
ステム最適化計画」及び「労災保険給付業務に係る制度改正等に
伴う基準システムのアプリケーションプログラムの改修業務の調
達を目的とし、その仕様を記載するものである。

• 上記に加えて、労災保険給付業務に係る制度改正等に伴う基準シ
ステムのアプリケーションプログラムの改修を実施している。

• また、労災業務における診療報酬明細書を電子的に受け付け、審
査を行うためのシステムとして、労災レセプト電算処理システム
を構築し、平成２６年１月より全国稼働している。

• 本仕様書は、平成２８年度に予定される監督・安全衛生等業務に
係る制度改正等に伴い、労働基準行政システムのアプリケーショ
ンプログラムの改修業務の調達を目的とし、その仕様を記載する
ものである。

• 労働保険適用徴収業務の業務・システム最適化計画」に基づき、
再構築を行ったシステムが平成25年1月より稼働しており、次期
の機 器更改は平成29年1月に移行を予定している。

• 現在は、「労働保険適用徴収業務は、労働保険料の収納に係る事
務等のために大量のデータを処理しており、次期の機器更改は平
成29年1月に移行を予定している。

• 本仕様書は、高い運用能力を有するシステム運用事業者 を調達し、
適用徴収システムの安定的な稼働を実現することを目的とする。

• 現在は、「労働保険適用徴収システムは、当該業務を支援する目
的から1972年より運用しており、2003年10月からは電子申請・
届出に対応し、2004年1月から労働保険料の収納に係る事務等の
ために大量のデータを処理しており、次期の機器更改は平成29年
1月を予定している。

• 近年、情報システムの構築について、「世界最先端IT国家創造宣
言」に基づく「政府情報システム改革ロードマップ」に基づき適
用徴収システムにおいても事業場公開機能の政府共通プラット
フォームへの移行準備を進めており、平成29年1月に移行を予定
している。
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